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スコットランド勅許会計士協会
『会社報告の改善』プロジェクト（下）
—正味実現可能価値会計と将来情報開示の理論的提言―
柴 健次
4 MELODYとORCHESTRAが示すMCRV提言の実行可能性
(1) MELODYとORCHESTRAの対比
MELODYとORCHESTRAは．積極的な開示によって表彰を受けてい
るGrampianHoldings plc.16lとその子会社（同グループは楽器の供給を目
的としている）の財務部門で構成されたチームが,MCRVの提言をどの
様に活かすかのフリーハンドを得て.Pauline Weetmanの指導により．ア
ニュアル・リポートを試作する形で行われた。その試作品の構成を示した
ものが表3である。
(2) MELODYからの示唆
ここでは MEWDYのアニュアル・リポート作成者である Grampian
Holdings plc社財務部長のMcgibbon氏へのインタビュー，及び指導にあ
たったWeetman氏のコメントから，会社報告の充実と正味実現可能価値
16) Grampian Holdings plc. 社は，その積極的なディスクロージャーによって, 1989 
年にはThe1989紅countantand International Stock Exchange Award for Company 
Reports and Accountsを，また90年にはTheScotish Annual Report 1990 Prizeを受
賞している。
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表3 MELODYとORCHESTRAのアニュアル・リポートの構成
Corporate objectives 
Officials of the company 
The year in brief 
Chairman's review 
Director's report 
Responsibility for the financial statements 
Report of the independent assessors 
Accounting Policies 
Statement of changes in financial wealth 
Operations statement 
Statement of assets and liabilities 
Statement of distributable wealth 
Statement of cash flows 
Statement of value added 
Notes to the financial statements 
Management's discussion and analysis of 
financial conditions and results of 
operations for 1988 and financial plans for 
1989 
..、へ
Corporate objectives and starategy 
The year in brief 
Corporate Governance 
Statement of director's responsibilities 
Report of the independent assessors 
Management's discussion and analysis 
Guide to the financial statements 
Statement of accounting policies 
Financial statements 
Statement of changes in financial wealth 
Operations statement 
Statement of assets and liabilities 
Statement of cash flows 
Notes to the financial statements 
Supplementary financial statements on a 
net realizable value basis 
Statement of accounting policies 
Financial statements 
: Net realisable value basis 
Statement of changes in financial 
wealth 
Operations Statement 
Statement of Assets and liabilities 
Notes to the net realisable value financial 
statements 
Glossary of technical terms I Glossary of technical terms 
(NRV)による評価の経験を抜き出してみたい。
① 試作の概要と作成者の感想
まず，会社報告の充実であるが,MCRVの提言内容のほとんどを取り
入れた内容となっている。ただし，会社の目的については音楽機器の供給
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にあるという程度以上の内容はないし，役員とスタッフの情報を総合して
もこの会社の人的構成等を把握するには十分ではない。概して非財務情報
は十分とは思われないが試作のため簡潔になったのかも知れない。
MCRVの提言にあった「財務計画」は「財務計画書」という書類では
なくて，価値ベースで作成される 4つの基本財務諸表における88年度実績
値の横に， 88年計画値と89年計画値を並べる形式で表示された。すなわ
ち， 4つの基本財務諸表のすべてについて予測表が作成されたのに等し
い。こういう様式だと，「財務計画」は常に予測財務諸表の形で把握され
ていることが一目瞭然となる。
「会計方針の説明」によると， NRVによる資産・負債の評価について，
土地建物は鑑定士による評価が，また長期ローンの評価については独立会
計士の評価が採用されたのを例外として，残りの評価はすべて取締役に
よって行われた。この取締役たちによる評価を「経営者の討議と分析」か
ら確認しよう。まず，無形資産は会社と切り離して売却される可能性がな
いという理由から発生原価で評価された。工場・機械は同社の設備に対す
る限定された需要を顧慮して通常の処分ベースでNRV評価された。コン
ビューターは当期の購入でありほとんど価値下落がないとの意見に基づい
て評価された。オフィッス設備については中古市場による通常の処分を想
定して評価された。器具備品は個別に売却できないのでそのNRVは低く
評価された。原材料はその購入原価がNRVと近似するとの判断にした
．がって評価された。仕掛品は評価時点までの発生原価がNRVを表してい
ると判断された。完成品の NRVは予想販売価格から販売費を控除して算
定された。
以上の評価について作成者側の Mcgibbon氏は，歴史的原価からの離脱
に困難を感じる者がいるし，仮に時価評価であっても取替原価 (RC)の
方が容易に感じる者がいることから， NRVについては教育が必要である
という感想をもらしている。
また Weetman氏は， コンピュータに対する取締役の評価に見られるよ
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うに,NRVは耐用年数4年とした償却後原価より相当低いにも関わらず，
歴史的原価に対して強い親和性が示された。彼もまた．そこからの離脱に
は相当の教育が必要であるとしている。彼はつぎに「NRVの継続事業に
対する有用性」問題を指摘する。商標等の無形資産は個別に売却しがたい
のでNRVはゼロ評価になると考えられる， と同時に事業全体の中では確
実に価値を有している。これはNRVベースの正味財産と時価総額の差額
の一部であるからそのように説明されるべきであるという。これは
MCRVの基本的考え方である。
② 研究者のコメント
他にもたくさんの指摘があるが， Weetman氏によるコメントの結論を
紹介しておこう。 MCRVによる「会社報告の改善」のための提言の第一
は開示内容を豊かにすることであった。これに関して試作では，言葉に
よって分り易く説明するという提言については問題がなかった。従来要求
されていなかった情報の開示，具体的には，セグメント・リポーティング
やNRVベースの正味財産と時価総額との差額の説明等の要求に対して取
締役たちは抵抗を感じたという。また，（本稿ではそこに焦点を合わせて
いないが）今回の試作では，イギリスのSSAPlOの資金計算書よりも，ア
メリカのSFAS95の様式が好まれ，それに類似のキャッシュフロー計算書
が作成されたという。財務計画については内部計画目的ですでに存在する
情報であるからこれを開示することについて問題はなかったという。
MCRVによる提言の第二はNRVによる評価であった。試作において取
締役たちはNRVによる評価がいかに難しいかを味わった。その経験から，
情報を豊かにするという第一の提言を先に実行し，ついでNRV評価に取
り組むという 2段階方式の改善が望ましいとされた。
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(3) ORCHESTRAからの示唆
① MCRVを取巻く環境変化
MELODYのテストから 3年が経過して， MELODYを傘下に抱える
ORCHESTRAグループの連結財務諸表の試作が行われた。また， この間
に以下の変化が生じていた。
『コーポレート・ガバナンスの財務的側面』 CadburyCommittee (1992) 
の公表。
『財務報告書の将来像』 Boyle,A J.P., Carey, A, Cooper, M. and Wild, 
K (1991)の公表。
『基本原則に関するステートメント』（後にASB(1999)として確定）
の公表。
『業務レビューと財務レビュー』 (ASB(l993)として確定）の公表。
すなわちスコットランドで『会社報告の改善』が研究される中，イング
ランドでも会計，監査，コーポレート・ガバナンスに及ぶ新しい動きが出
てきたのである。特に『財務報告の将来像』はICASとICAEWの共同提
案であるから，会社報告改善の運動がここで交わり，スコットランドから
イングランドヘの動きが確認できる。新組織は設立早々からいわゆる概念
枠組みである『基本原則に関するステートメント』の策定に取り組んでい
る。これらの動きを受けて， ORCHESTRAの試作においてもキャドベリー
委員会報告など新提案が盛り込まれた（表4参照）。
表4 コーポレート・ガバナンスの節の内容
最善実務コードヘの準拠
取締役会
監査委員会
報償委員会
取締役の個人情報
実行取締役
非実行取締役
取締役の普通株式保有状況
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表5 ORCHESTRAにおける 2祖の財務諸表にみる評価
取得原価と取替原価による純資
産の持分割合とを比較して算出
無形固定資産 1類似する権利の現在原価による
評価額から経過年数分を控除し
た金額
土地建物 1市場価格に基づく鑑定評価額
その他固定資産使用資産の取替に要する現在原
価又は類似資産の現在価値によ
る評価額から使用経過年数分を
貯蔵品
原材料
仕掛品
完成品
子会社
控除した金額
使用時点での取替に要する現在
聾
完成品評価と進捗度から推定し
た金額
販売時点における投入物の取替
に要する現在原価
親会社とすべての子会社の財務
諸表を項目ごとに合算し、内部
取引を消去する。
取得原価と正味実現可能価値に
よる純資産の持分割合とを比較
して算出
残存有効便益の正味販売価格と
して推定された正味実現可能価
値
左と同様
通常の売却、中古品の通常の売
却、中古品のカタログの価格情
報などに基づく最適な正味実現
可能価値
正味実現可能価値の近似値とみ
なされた取得価額
発生原価が、各々の進捗段階に
おける正味実現可能価値を表し
ていると仮定する。すなわち発
生原価。
通常の処分における販売価格か
らコストを控除した金額
説明なし（＊）。
関連会社 持分法を適用し、持分損益を計I説明なし（＊）。
上するが、独立表示とする。
(*) : 補足財務諸表は基本財務諸表と対比する意味で作成されているので、子会社の
連結方針や、関連会社の投資評価の方針が異なることは非論理的であるから説
明の必要はないが、 MCRVの精神に則れば繰返し説明する方が良いのではな
いか（これは柴の意見）。
② 試作の概要と作成者の感想
MELODYで行われたことと重複する内容は省略して， ORCHESTRAの
試作の特徴を見てみよう。コーポレート・ガバナンスに関する記述が盛り
込まれた事はすでに触れた。 ORCHESTRAは連結財務諸表を試作すると
いう点でMELODYと異なる課題が課せられた。そこでは子会社等の
NRV評価も大きな問題となった。
今回の試作では，広く定義された時価評価（主に取替原価： RC)に基
づく基本財務諸表と， MCRVが要求する正味実現可能価値 (NRV)に基
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づく補足財務諸表の 2組の財務諸表が作成されている。試作にあたった財
務部長のMcGibbon氏によると，度重なる議論の末に NRV評価を排除し，
RC評価を採用したという。同氏は NRVが主観的評価を持ち込むことに
なり（多くのケースで無意味な結果を生み），その結果に対して深刻な疑
惑をもたらすという理由でNRVを排除したという。連結財務諸表作成の
観点からは，子会社全体を NRVで評価することについても疑問が提起さ
れた。なお，基本財務諸表と対比する意味でNRVベースの補足財務諸表
が作成されたが，アニュアル・レポート本体の中では補足財務諸表にどの
ような限界があるのかについての指摘はなされていない。
会計方針，財務諸表に対する注記並びにコメントから分る範囲で2組の
財務諸表における構成要素の評価を比較しておこう（表5)。
以上のように基本財務諸表は取替原価による評価で貫かれているが，補
足財務諸表については「みなし」も含めての正味実現可能価値評価となっ
ている。これは，作成者が自ら評価の困難性を主張しているのであるから
当然のことであろう。
③ 研究者のコメント
これらの試作を受けて， ORCH釘'RAプロジェクトを担当したチームが
調査報告書を付している。その報告書の中から，まず評価に関連する部分
を抜粋して NRVの問題点を明らかにし，ついで報告書の結論からこのプ
ロジェクトの示唆を要約しておきたい。
まずNRV会計に関連する指摘から見ておく。連結会計で問題になる子
会社の評価であるがMCRVは子会社丸ごとのNRV評価を想定している。
これは買収合併ないし企業再編に際して現実感のある考え方である。一
方， NRVの主張者のChambersは連結財務諸表の必要性を認めず，持株
会社の財務諸表に子会社の NRV正味財産が計上されれば足りるとする。
ここでの子会社のNRV評価は丸ごとの評価ではなくて，個別評価の純計
である。以上の対立する考え方を前提にして，プロジェクトチームは，次
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の2つのモデルに整理した。
モデルA(研究者が支持したモデル）：持株会社の貸借対照表に
おいて子会社はその丸ごとのNRV評価額で計上される。この全体
評価の投資価値と個別評価を基礎にした子会社資本が消去されるの
でその段階でプレミアムが表面化する。
モデルB(会社が支持したモデル）：持株会社の貸借対照表にお
いて子会社は取得原価に取得以後の NRV評価の増加額（これは
個々の資産負債を NRV評価して求める）を加算した金額で計上さ
れる。この投資と子会社資本の消去のプロセスでのれんが生ずるが
その金額は変化しない。
会社はモデルAを強力に拒絶し．やっとモデルBで試作されたが，試
作品の有用性については疑問を投げかけている。このように
ORCHESfRAを通じて連結会計における NRV会計の適用の困難性が確認
された。
つぎに調査報告書の結論から ORCHESTRAの試作から得られた示唆を
引出しておこう。 MCRVはMELODYとORCHESTRAの試作においてと
もに NRV評価の拒絶にあったがMELODYよりも ORCHESfRAにおいて
それが決定的となった。このことは連結財務諸表の作成が当然要求される
実務において MCRVの提言が受け入れられないことを示す。さらに．
IC.ASとICAEWが共同で提示した『財務報告書の将来像』や活動を開始
したASBの公表物に会社は影響を受けて， MCRVの提言により一層拒絶
反応を示し始めた。『財務報告書の将来像』は資産の種類に応じた評価の
選択を認めており．将来志向的情報を求める度合いも弱いなどより受け入
れ易い提言書になっている。
このように見ると.MCRVは実務に影響を与えなかったのではなくて．
スコットランド勅許会計士協会『会社報告の改善』プロジェクト（下）（柴） (55) 55 
厳しい要求を満たすための実行可能性テストから会社が対応できる水準が
明確になり，実行可能な水準での将来像を描いた後の提言書が受入れられ
る基礎を築いた意義は大きい。この実行可能性テストに協力した会社が常
に積極的な開示姿勢で高く評価されている会社であったがゆえに，その試
作の経験に重みがある。
5 REPORTとCASEが示すMCRV提言の現実性
(1) REPORTからみた MCRVの浸透度
MCRVに対してその提案がラジカルすぎるとの批判を受けて．調査委
員会はMCRVの諸提案が調査当時でどの程度実務に浸透しているかを調
査することになった。もちろんMCRVは討議資料であるから，そこでの
提案に強制力はないので，この時点では会社による自発的な開示の度合い
を示すことになる。分析対象は「タイムズ1000社」の上位350社にアン
ケートが発送され回答を寄せた300社である。
調査は年次報告書ないしその他の定期的報告書における会社報告におけ
るMCRV提言の浸透度と非定期的な報告書における浸透度を調べること
を目的としている。以下では我々の関心の高い定期報告にしぼって紹介す
る。
調査方法は MCRVの開示要求項目リストを示して回答させる方法で．
調査項目は．① 財政状態と業績一これは22項目23点からなる (1項目だ
けが2点）が買収と合併に関する項目が18項目18点を占める．② セグメ
ント情報ー6項目 X4種のセグメント，③ イノベーションと R&D-4項
目各2点④ 外部情報・市場情報ー10項目で各2点ないし 3点．⑤ 人的
情報ー7項目で4項目が2点⑥ 将来情報ー5項目で1項目だけが2点．
⑦ 監査ー2項目からなっている。これらの包括的な集計値が表6であ
る。
表6から分るように，当時の状況ではセグメント情報の開示割合は 1%
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表6 MCRVによる提言の浸透度
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
財政状態と セグメント イノベー ショ 外部情報・ 人的情報 将来情報
業績 情報 ンとR&D 市場情報
％ ％ ％ ％ ％ ％ 
スモール 7 5 12 15 13 
ミディアム 7 4 13 20 12 
ラージ ， 2 10 15 27 16 
全社 8 1 6 12 21 14 
表注（柴）：スモール． ミディアム．ラージは回答300社を100社ごとに 3分類したもので
あり．その線引きは順に．売上高が3億ポンド. 11.25億ポンドとなってい
る。小会社．中会社．大会社としても良いが誤解を避け．注意を喚起する意
味でカナにした。
に過ぎず，買収・合併に関連する質問項目が大半を占める財政状態と業績
の分類に関しても 8%に過ぎない。その反対に最もよく開示されていた項
目が人的情報であり21%となっている。
①の財政状態と業績では，ほとんどの会社が開示得点 4点までに収まっ
ており十分な情報が開示されていないことが確認されている。会社規模で
多少のばらつきがあるが，開示の割合が高い個別項目を上位から挙げる
と，買収会計の採用に YESとした回答が78%(規模の小さいグループか
ら順に75%, 77%, 82%。表記の方法が以下同様とする。），固定資産の再
評価が70%(72%, 67%, 71 %), そしてのれんについての説明が53%
(45%, 49%, 65%) となっている。
②のセグメント情報では，開示得点20点中 0点の会社が88.7%(96%, 
95%, 75%)にものぼり， この領域はまった＜未開の領域であったことが
分る。数少ない開示例では総資産の開示が多いが，反対にセグメント別の
キャッシュ・フローの開示例は皆無であった。
③の R&Dでは，開示得点8点中 1点までが88.7%(90%, 95%, 82%) 
を占めた。セグメントと同様に非開示会社が圧倒的に多い。
④の外部情報・市場情報では，開示状況にバラッキが確認できる。開示
得点28点を満点とし， 0点から 7点までの範囲に95.3%の回答が分散して
いる。集計表から 4点以上を計算すると全体では49.1%であるが，規模別
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ではスモールが43%, ミディアムが49%, ラージが55%と規模の差異も確
認できる。開示例の多い項目を順に挙げると，市場の強み67.3%,経済環
境65.0%,市場に影響する経済要因51.0%となっている。
⑤の人的情報では，開示得点11点のうち 0点から 4点までに90.3%の回
答が集まるが，満点が11点であるため回答は分散度が高いと思われる。し
かし，開示得点に直線的な傾向も見出せないし，規模別でも特徴を見出せ
ない。開示されている情報は，取締役の履歴65.0%,他の役職経験69.7%
となっている。
⑥の将来情報では，開示得点 6点中， 0点が40.4%, 1点が39.0%, 2 
点が19.0%となっている。開示例は会社の目的59.7%に集中している。
REPORTは以上の結果を踏まえて， MCRVの提案の重要性にすでに気
づいている会社もあるけれどMCRVの提案が現在の開示水準と格段の開
きがあることが確認されたとし，開示に対して積極的な会社が他の会社に
刺激を与えることを希望する結びとなっている。
そもそも MCRVは自らの提言がラジカルであることは自覚しているし，
また,REPORTの時点でも MCRVの要求項目は共生されていないのであ
るから， どの項目もスコアが低いのは当然である。むしろ， MCRVが格
段の改善を必要とする要求を突きつけていることが重要である。
(2) CASEからみた MCRVの可能性
MCRV提言の 2本柱の一つは将来情報の開示であった。これは経営者
が必要とする情報は投資者も必要とする情報（その量はともかくとして，
質において同種の情報）であろうという信念に基づいている。理論的に
は，経営者と外部利害関係人との間における情報の非対称を解消すること
がディスクロージャーの目的の一つとして掲げらるのであるが，実際に
は，経営者が一体どのような内部情報を持っているのか，外部へ公開した
内部情報が外部情報利用者にとって有用なのか，さらにはたとえ有用であ
るにしても公開による追加的コスト負担との関係はどうなるかなどがいつ
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も話題になる。
MCRVは一歩踏み込んで．経営者が有する将来情報の外部への開示を
積極的に進めたいのであるが， CASEにおいて常に話題となることがらを
確認しようとしたのである。その手法は準構造化されたインタビュ一方式
を採用している。すなわちインタビューの目的を明らかにするインタビュ
イーヘの情報シートやインタビュー項目リストを渡した上で各社への質問
に統一性をもたせている。このように手法を定めておいて， CASEが明ら
かにしたかったことは，次の各項目の開示可能性である。
①財務的業績尺度および非財務的業績尺度
② 会社を取巻く経済的環境で，特に，自社が属する産業の経済見通
しに関する情報市場一般の情報そして特に競争企業に関する情報
である。
③ 会社の目的に関する説明書
④経営者が利用可能な将来予測の要約
どのように構造化インタビューが構成されたか，また，各社ごとにまと
められたケースについては分量が多いのでここでは省略する。インタビュ
イー達が，色々懸念があるにしても，最終的にアニュアル・リポートの中
で公開しても良いのではないかと考える項目が結論としてまとめられてい
る。すなわち以下の 3項目である。
① 会社の目的に関する説明書
② より豊かなセグメント情報
③ もっと多くの非財務的業績尺度
さらに，長期的には以下の諸項目もアニュアル・リポートで開示しても
良いと回答されている。
④ 経済環境に対する評価と将来見通し
⑤市場占有率情報
⑥競争企業に関する一般的情報
⑦従業員情報
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⑧ キャッシュ・フロー，利益．又は双方のいずれかの観点でみて，
実績と予測の差異に関する説明。
経営者が保有する将来予測に関する情報のほとんどは会社内部で作成さ
れるのであるからこれを外部に開示するからといって作成コストが膨大に
なるとは考えられない。しかし．情報を出すことによって不利益を被るの
ではないかという懸念が会社側にあるので，積極的な情報開示は会社に利
益をもたらすというインセンティブが必要となる。 CASEはそのようなイ
ンセンティブを明らかにしてはいないが．インタビュイーが情報を開示し
ても良いと回答する背景にはそのようなインセンティブがあるだろうとの
判断がある。
おわりに
本稿のテーマは財務業績の報告である。会計や報告の議論はどの領域に
焦点を置くかによってその内容が異なるのは当然とも思える。しかしなが
ら．どのような議論であれ最終的には．会社の何について報告し．そのた
めの会計をどのように設計するかという基本問題と無関係のままではあり
えない。
ここで検討の対象として取り上げた MCRV『会社報告の改善』は，ま
さしくこれら基本問題に正面から取組んだ研究成果である。 MCRVは報
告書を公刊した当時のイギリスの会計実務を批判し．それに対する短期的
な改善策を提示してはいるが．それら改善策を取り入れたとしても相対的
に会計実務が改善されたというにとどまるという認識を有している。そこ
で．現行実務やそれを支える法律などを一切考慮しないで白紙の状態から
あるべき会計・報告の姿を描いている。このようにグランドデザインを描
くという作業や首尾一貫した規範論を展開するというアプローチは最近で
はあまり見られないように思える。というのも．少なくとも英語圏諸国の
会計基準では（国際会計基準も含めて）いわゆる『概念フレームワーク』
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を有しているので，何かを議論するにあたりそのつど白紙に戻り再度『概
念フレームワーク』を作り直すというアプローチは支持を受けるはずもな
いからである。しかしながら15年ほど前のイギリスではまだそのようなア
プローチが採用されておかしくない状況であったのである。
すなわち， MCRVの提言は正味実現可能価値会計とそれに基づく会社
報告体系の採用と，経営者が有する将来情報の外部への開示である。いず
れの提言も，当時の会計実務との乖離が大きくて簡単には賛同を受けにく
いものであったと思われる。正味実現可能価値会計は資産評価の困難性と
いう観点から常に批判されてきた経緯があり，かつ会計の基礎として正式
に採用された実績もないのである。将来情報の非開示というと一見すると
機密情報に係る議論に思われようが，むしろ経営者自身が十分に内部情報
を利用していない可能性もある。そういう状況で行われたMCRVの提言
は，なぜ原価主義会計を採用しているのか，なぜ将来情報を開示しないの
かを考え直す契機として，十分にその役割を果たしていると思われる。
MCRVの公表後，イギリスではMCRVとの対比ではより穏やかな制度
改革が行われ， しかしそれでも実務から見れば相当ラジカルな改革が断行
されていくことになる。 MCRVという報告書が仮に多くの人々に知られ
ない報告書であったとしても，あるいは学問的にはその重要性が十分に評
価されていないとしても， MCRVでの理想論はその研究の中心的担い手
達によって確実にイギリスの制度改革に影響していく事になる。
仮に MCRVとその後のイギリスの会計制度改革の関連性が文献等によ
り証明されたとして，それがなぜ書かれなければならないのかという疑問
が出てこよう。これに対しては，私は， MCRVの提言は，時間を越えて，
距離を越えて，今も有効であると考えている。第一の提言である正味実現
価値会計の欠点を指摘することは容易かも知れない。しかし，これとの対
比で現行実務を理論的に防御するのは容易な作業ではないかもしれない。
しかし提言がきっかけで議論が常に活発に行われることは歓迎されるべき
である。第二の提言である将来情報の開示は進展しているかもしれない。
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しかし，経営者が保有する情報は投資者に必ず開示すべきかという問題に
置き換えて議論を展開すれば，提言の価値はいまも生きている。かつて売
上高は企業秘密であると思われていたが今日売上高の公表を拒否する経営
者がいるであろうか。 MCRV当時のイギリスではセグメント情報を公表
する企業はたった 1%に過ぎなかったが，セグメント情報はたいていの国
で制度化された。経営者達が現在拒否しがちな情報がいずれ公開される可
能性を否定できない。このようにいずれの提言もいまの時代にも有効な問
いかけとなっていると思われる。
このように 2つの提言がいまも意義を有しているのではないかというだ
けでは，本書の主題である財務業績の報告に接近していないという批判を
受けそうである。まず， IASをはじめ各国会計基準は金融商品の会計処理
において時価評価を導入しはじめた。これにより時価評価差額を財務業績
の範囲に含めるか否かで議論が分かれている。 MCRVはこれらの問題に
対する一つの体系的見解を示している。また， MCRVが経営者保有の将
来情報の開示を要求する根拠に経営者に有用な情報は利用者にも有用であ
るという説明があったが， これば情報の非対称性の解消という今日的な議
論とつながるのである。
本稿は MCRVを会計学説史的にあるいは会計史的に位置付けようとい
う意図は無い。むしろ，その報告書を発行時と現時点との 2度にわたって
読んだ私の素直な感想としては，発行時には多くの関心を引かなかったか
あるいは過激すぎる内容を無視する見方が多かったのに，現時点では
MCRVの描くような方向でイギリス会計も国際会計も日本会計も進んで
きているではないかと思うのである。しかも，現在の会計がまだMCRV
の提言内容に追いついていない点も残されている。すなわち変化の激しい
最近の会計界においていまだ議論のきっかけを与え続ける内容を有するの
がMCRVであると言えよう。
注：参考文献は本論文の（上）（第47巻第6号）に収録してあります。
